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消費者は同じブランドを利用する消費者に対し仲間意識を有する。本稿ではこの仲間意識をコ

ミュニティ感覚という概念で捉え、その独自性や有用性を探索的な分析を通じて検討した。その結

果、カテゴリーに関わらず消費者はコミュニティ感覚を抱く傾向があり、それがブランドとの結び

つきに寄与することがわかった。また、快楽的価値が低い場合、コミュニティ感覚を高めることで

ブランドとの結びつきがより強くなることも明らかになった。 

キーワード：消費者同士の結びつき、ブランド・コミュニティ、ブランド・パブリック、ブランド・

リレーションシップ 

 

 

Ⅰ．はじめに 

本研究は、同じブランドを利用する消費者へ対して抱く仲間意識、いわゆるコミュニティ感覚

に注目して議論を行う。近年、ソーシャルメディアの普及もあり、同じブランドを利用する消費

者を見つけることが容易になった。たとえば、Twitter や Instagram に用意されているハッシュタ

グを用いれば、同じブランドを利用している/関心がある消費者とたとえニッチなブランドだった

としても簡単に関わることができ、彼/彼女らから強い影響を受けることが知られている。一方で、

そういった気軽さから、消費者間の結びつきは多いものの、そのすべてが必ずしも強いわけでは

なく、弱いことも多い。 

本研究では、そういった弱い消費者間の結びつきを捉える概念としてコミュニティ感覚に注目

し、そのコミュニティ感覚は商品カテゴリーによって差が見られるのか、さらにはその効果を調

整する要因は何かを探索的に検討していく。それによりコミュニティ感覚への理解を深め、今後

の研究ではどういった点に注目しながらコミュニティ感覚研究を進めていくべきか、また、どう

いった企業がとくにコミュニティ感覚を高めることに尽力すべきなのかを明らかにする。 
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Ⅱ．レビュー 

１．ブランド・コミュニティ 

ブランドを主題とした研究は 1990 年代から今にいたるまでマーケティングや消費者行動分野

においては中心的な研究テーマになっている。これまで、企業がブランドを育成することのメリッ

トは何かや、ブランド力の源泉（e.g. Aaker 1991, 1996, 2014; Keller 1998）、消費者と特定のブラン

ドとの結びつき（e.g. Fournier 1998）、ブランドを介した消費者同士の結びつき等（e.g. Muniz and 

O’Guinn 2001）、様々な角度から研究が進められてきた。そのなかでも近年注目を集めているのが

ブランドを介した消費者同士の結びつき、いわゆる社会性を考慮した視点からの研究である。 

そもそも、消費者はブランドから 4 つの便益が得られることが知られている（Aaker 2014）。そ

れぞれ、当該ブランドが有する機能を高め保証する機能的便益、消費・所有に伴う感情を高める

情緒的便益、当該ブランドを用いた自己表現を可能にする自己表現的便益、他者と結びつける社

会的便益である。市場における競争の激しさが増している今日においては、機能的便益や情緒的

便益のみでは消費者との結びつきを構築することが困難であり、自己表現的便益や社会的便益を

いかに高めるかという点が注目されている。自己表現的便益についてはクチコミ研究やブランド・

リレーションシップ研究の中核概念に位置づけられ（久保田 2018）、ある程度研究が進められて

いる。一方で、消費者同士の結びつきに注目した研究、換言すると社会的便益に焦点を当てた研

究についてはその限りではなく、社会的便益に関する理解を深めていくことの必要性が説かれて

いる。 

社会的便益が注目を集めるようになった背景にはスマートフォンの普及とともにソーシャルメ

ディアを利用する消費者が増加していることがある。これにより、同じブランドを利用する消費

者を見つけることが容易になり、特定のブランドを好む消費者が特定の場に集まる現象が多々見

られるようになった（Habibi et al. 2014）。そういったなかで実務家・研究者から広く関心を集めて

いるのが前述の Muniz and O’Guinn（2001）が提唱したブランド・コミュニティである。ブランド・

コミュニティは特定のブランドを好む人々の集まりのことで、Apple やハーレーダビッドソンの

ような高関与カテゴリーのブランドのみならず、チョコスプレッドのヌテラやじゃがりこのよう

ないわゆる低関与カテゴリーのブランドにおいても見られる（e.g. Cova and Pace 2006; Schouten and 

McAlexander 1995; Muniz and O’Guinn 2001; 羽藤 2019）。 

ブランド・コミュニティの特徴は、消費者とブランドとの結びつきに加え、消費者同士の結び

つきといった社会性も含め議論している点にある。そこでは、彼/彼女らがコミュニティに参加す

るなかで、どのようにブランドやコミュニティへの愛着を高めていくのかが議論され、コミュニ

ティと自らの同一化こそが重要であることが指摘されてきた（羽藤 2019）。しかし、近年ブラン

ド・コミュニティという概念では十分に捉えきれない消費者の結びつきが見られるようになった。

それは、特定のブランド・コミュニティに属さず、同じブランドを利用しているという共通点の
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みでつながっており、相互作用も十分に見られるわけではない極めて弱い結びつきである

（Arvidsson and Caliandro 2016）。 

 

２．ブランド・パブリック 

ソーシャルメディアが発展していくなかで、初期には見られなかった特徴がソーシャルメディ

ア上に登場した。それはハッシュタグ（#）である。ハッシュタグは、ソーシャルメディア上での

投稿時に「#Apple」のように、ハッシュタグの後に特定の話題を表すキーワードをつけて用いら

れる。投稿時にハッシュタグを追加しておくことで、受信者はハッシュタグをクリックまたはタッ

プすることによって当該キーワードに関する投稿を閲覧することができる（Twitter 2022）。 

このハッシュタグが登場したことで、特定のブランドのコミュニティに参加しなかったとして

も、そのブランドの話題を容易に入手することができるようになった。その結果、ブランド・コ

ミュニティには参加しないものの、同じブランドの消費者との結びつきは存在するという現象が

多く見られるようになった。この点に注目した Arvidsson and Caliandro（2016）は、ハッシュタグ

のような媒介装置を介して消費者が結びつく場をブランド・パブリックと概念化した。 

ブランド・パブリックはブランド・コミュニティと類似した概念ではあるものの、そこにはい

くつか違いが見られる。たとえば、ブランド・コミュニティは消費者間の相互作用によって維持

されるが、ブランド・パブリックではそういった相互作用はあまり見られず、一方的な投稿が主

である。また、ブランド・コミュニティではコミュニティとの同一化に代表されるように、コミュ

ニティの一体感が重視されるが、ブランド・パブリックではそういった一体感はなく多様な自己

が存在し続ける。また、ブランド・コミュニティではコミュニティへの帰属意識というものがみ

られるが、ブランド・パブリックではそういった帰属意識は見られない。 

上記で指摘したような違いによって、ブランド・パブリックでの消費者間の結びつきはブラン

ド・コミュニティほどは強くならない傾向がある（Arvidsson and Caliandro 2016）。ゆえに、消費者

間の相互作用や帰属意識を前提としたブランド・コミュニティでの知見をそのままブランド・パ

ブリックへ適用することは難しい。今後、ソーシャルメディア等の発展によりブランド・パブリッ

クを含め様々な場でより弱い消費者の結びつきが登場してくる可能性があることを考えると、こ

ういった弱い結びつきをどう捉えるか、それがブランドとの結びつきに与える影響はどのような

ものかを検討しておくことには大きな意義があろう。そこで本稿では、コミュニティ感覚 1）

（psychological sense of community）というコミュニティ心理学で提唱された、集団に対して持つ

重要性の感覚を示す概念に注目する（McMillan and Chavis 1986; Sarason 1974）。この概念を用いる

ことにより、同じブランドを利用している消費者同士の結びつきをその強弱であったりコミュニ

ティへの所属の有無に関わらず分析することができ、ブランド研究に対して有益な示唆を得られ

ることが期待できる。 
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３．コミュニティ感覚 

コミュニティ感覚は地域を中心としたコミュニティの崩壊が指摘された 1970 年代に Sarason 

（1974）によって提唱された概念であり、McMillan and Chavis（1986）によって注目を集めるよう

になった。そこで提示されたコミュニティ感覚は「メンバーが有する帰属意識、メンバーが互い

にあるいは集団に対して有する重要性の感覚、そして、集団にともにコミットメントすることに

よってメンバーのニーズを満たすことができるという信念の共有（McMillan and Chavis 1986, p.9）」

と定義されている。この定義からもわかるように、コミュニティ感覚の議論では特定のコミュニ

ティに実際に参加しているかどうかではなく、帰属していると考えるか、また、そこが重要だと

考えているかといった心理的側面に注目が集まっている。 

このコミュニティ感覚は同じブランドを利用する消費者の集団でも見られることが議論されて

いる。たとえば、ブランド・コミュニティはもちろん、そういった相互作用もなくコミュニティ

への所属も認識されていない同一ブランドを利用しているだけの消費者の集団においてもコミュ

ニティ感覚は存在することが指摘されている（e.g. Carlson, Suter and Brown 2008）。こういった消

費の文脈においてコミュニティ感覚は「同じブランドを利用する消費者との結びつきの程度

（Carlson et al. 2008, p.286）」と定義されており、同じブランドを利用しているかどうかのみが重

要で、消費者間の結びつきの強さに関係なく適用可能なことがわかる。実際、金融サービスのよ

うな消費者間の相互作用がほぼ見られず、ブランド・コミュニティが存在するわけでもないサー

ビスおいてもコミュニティ感覚は存在することが示されている（Fraering and Minor 2006）。 

消費者がコミュニティ感覚を有することで、企業にはどういったメリットが生じるのだろうか。

この点についてはたとえば、Carlson et al.（2008）が先駆的な研究をしており、それがブランド・

コミットメントを高めることで間接的にブランドの好ましさや推奨意向といった従来のブランド

研究で着目されてきた成果に影響を及ぼすことを明らかにしている。さらに、Swimberghe et al.

（2018）は年配の消費者に焦点を当て研究を行い、コミュニティ感覚が推奨意向に対して直接的

な影響を与えることを指摘している。すなわち、コミュニティ感覚が生じることによってブラン

ドとの結びつきが態度的な側面においても行動的な側面においても強化されていくことが明らか

にされているのである。 

こういった点を考慮すると、同じブランドを利用している一方で、相互作用や特定の場への所

属が必要なわけではない人々の結びつきを対象に検討していくのであれば、コミュニティ感覚と

いう概念が有益であることが理解できよう。しかし、消費者行動を分析するためにコミュニティ

感覚を用いた研究は必ずしも多くなく、十分な議論が行われているわけではない。そこで本研究

では、コミュニティ感覚を探索的に検討し、その理解を深めていくことを目的とする。そのため

にまず、コミュニティ感覚の程度は商品カテゴリーによって差が生じるのかを検討する（分析 1）。

この点を明らかにすることによって、コミュニティ感覚はどういったカテゴリーの商品を扱う企
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業においても高めていくことが重要なのかを知ることができる。次に、コミュニティ感覚をその

規定因に基づき 2 つに分類し、それぞれの特徴を比較する（分析 2）。これは、ブランド・コミュ

ニティ参加者にとってのコミュニティ感覚と、非参加者のコミュニティ感覚を比較する試みであ

る。最後に、コミュニティ感覚の成果を調整する要因（調整変数）を検討する（分析 3）。これに

より、どういった企業がコミュニティ感覚の成果をより高めることができるか、また、高めるべ

きなのかを理解することが期待できる。 

 

Ⅲ．分析 1 

１． 調査目的 

コミュニティ感覚についてはまだ十分な研究が行われているわけではない。そこで分析 1 では

まず、コミュニティ感覚と商品カテゴリーとの関係に注目し、コミュニティ感覚を広く検討して

いく。具体的には、コミュニティ感覚は特定のカテゴリーのみで見られる意識なのか、それとも

カテゴリーを問わず見られるのかをデータから確認する。さらに、消費の社会性といった側面か

らコミュニティ感覚を比較分析し、コミュニティ感覚への理解を深めていく。 

 

２． 調査概要 

ここで扱ったデータは、アイブリッジ株式会社に協力してもらい、2021 年 9 月に日本全国に住

む男女計 430 人から（表 1）、最も好きなブランドを念頭に回答してもらったものである。はじめ

に最も好きなブランドが属するカテゴリーについて確認し、次にコミュニティ感覚を Calrson et al. 

（2008）から 6 項目質問している（α=.964）（e.g.「同じブランドのユーザーに対し強い結びつき

を感じる」「同じブランドのユーザーとの間に絆を作ることはとても簡単である」等）。さらに分

析 1 では、ブランドとの結びつきの強さ（ブランド・コミットメント）も調査項目に加えること

でコミュニティ感覚とブランド・コミットメントとの関係を探索的に検討する。なお、ブランド・

コミットメントは Coulter, Price and Feick（2003）から 3 項目採用している（α=.814）（e.g. 「この

ブランドに本当に愛着を持っている」「自分にとって一番だと思うため、いつもこのブランドにこ

だわっている」等）。各項目は 7 段階のリッカート尺度で測定している。 

 

表 1．分析 1 の回答者の要約 

年代 男性 女性 合計 

20 代 38（8.8%） 33（7.7%） 71（16.5%） 

30 代 41（9.5%） 42（9.7%） 83（19.3%） 

40 代 44（10.2%） 47（10.9%） 91（21.2%） 
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50 代 46（10.7%） 46（10.7%） 92（21.4%） 

60 代 50（11.6%） 43（10.0%） 93（21.6%） 

合計 219（50.9%） 211（49.1%） 430（100%） 

 

３．分析結果 

はじめに、最も好きなブランドが属するカテゴリー2）を確認する（表 2）。この結果に基づくと、

ホーム&キッチン・ペット・DIY、おもちゃ・ホビーは他と比較すると少ない傾向があるものの、

特定のカテゴリーに回答が集中しているといった傾向が見られないことがわかる。次に、各カテ

ゴリーのコミュニティ感覚とブランド・コミットメントの平均値を確認する（表 3）。なお、平均

値については下位尺度得点から算出している。最もコミュニティ感覚が高かったゲームが 4.74、

最も低い食品・飲料・お酒（その他除く）が 3.42 だった。一方でブランド・コミットメントに着

目すると、特定のカテゴリーが突出して高いといった傾向は見られなかった。また、それぞれの

平均値を概観すると、すべてのカテゴリー内でブランド・コミットメントがコミュニティ感覚を

上回っていることを確認することができた。そこで、各カテゴリー内でコミュニティ感覚とブラ

ンド・コミットメントの間に統計的に有意な差が見られるかを確認するため、対応のある t 検定

を行ったが、おもちゃ・ホビーを除くすべてのカテゴリーにおいてブランド・コミットメントが

コミュニティ感覚を上回っていたことを経験的にも確認することができた。 

なお、カテゴリー間でのコミュニティ感覚については、カテゴリー数も多く仮説検証を行うわけ

ではないため、分散分析等を用いた検定を行い詳細について議論することは控えるが、コミュニ

ティ感覚が特定のカテゴリーのみで見られる現象ではないことはこの結果からも明らかであろう。 

 

表 2．最も好きなブランドが属するカテゴリー 

年代 男性 女性 合計 

ゲーム 22（5.1%） 11（2.6%） 33（7.7%） 

家電・パソコン・スマートフォン 66（15.3%） 23（5.3%） 89（20.7%） 

ホーム&キッチン・ペット・DIY 2（0.5%） 9（2.1%） 11（2.6%） 

食品・飲料・お酒 38（8.8%） 60（14.0%） 98（22.8%） 

おもちゃ・ホビー 4（0.9%） 1（0.2%） 5（1.2%） 

アパレル・コスメ 21（4.9%） 79（18.4%） 100（23.3%） 

スポーツ・アウトドア 28（6.5%） 11（2.6%） 39（9.1%） 

車・バイク・自転車 28（6.5%） 6（1.4%） 34（7.9%） 

その他 10（2.3%） 11（2.6%） 21（4.9%） 

合計 219（50.9%） 211（49.1%） 430（100%） 
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表 3．各カテゴリーの PSBC と BC の平均値 

年代 PSBC（SD） BC（SD） t 値 p 値 

ゲーム 4.74（1.49） 5.53（1.06） 3.74 <.01 

家電・パソコン・スマートフォン 4.21（1.33） 5.45（0.99） 9.03 <.01 

ホーム&キッチン・ペット・DIY 3.42（0.69） 5.12（0.85） 5.97 <.01 

食品・飲料・お酒 3.80（1.56） 5.24（1.10） 10.78 <.01 

おもちゃ・ホビー 4.63（0.79） 4.80（0.73） 0.79 .47 

アパレル・コスメ 3.50（1.40） 5.41（0.90） 13.73 <.01 

スポーツ・アウトドア 4.24（1.38） 5.48（0.89） 6.54 <.01 

車・バイク・自転車 4.20（1.32） 5.30（1.07） 6.26 <.01 

その他 3.59（1.23） 5.20（0.90） 5.40 <.01 

※ PSBC = コミュニティ感覚、BC = ブランド・コミットメント 

 

次に、特定のカテゴリーに着目してカテゴリー間比較を行う。ここでは消費の社会性に着目す

る。準拠集団に関する議論では、消費が公的な場（他者が視認できる場）で行われるか私的な場 

（他者が視認できない場） で行われるかによって、準拠集団からの影響が異なることが指摘され

ている （Bearden and Etzel 1982）。すなわち、消費が他者から見える場合には他者からより強い影

響を受けるが、他者から見えない場合にはあまり他者から影響を受けないのである。こういった

議論を受けると、コミュニティ感覚のような他者への意識は消費の社会性から影響を受けている

ことが考えられる。そこで、サンプルサイズが 100 程度確保できる、私的な場での消費が主な食

品・飲料・お酒（私的群; n=98）と、公的な場での消費が主なアパレル・ブティック・コスメ（公

的群; n=100）を比較分析する。 

ここでは、コミュニティ感覚とブランド・コミットメントの下位尺度得点をそれぞれ求め、そ

の点数を用いて t 検定を行った（表 4, 図 1）。結果、コミュニティ感覚（M 私的 = 3.80, M 公的 = 3.50, 

t=1.45, df = 196, p =.15, d = .20）とブランド・コミットメント（M 私的 = 5.24, M 公的 = 5.41, t=1.20, df 

= 196, p =.23, d = .17）の双方で有意差を確認することはできなかった。このため、消費の社会性と

コミュニティ感覚には関連は見られないであろうことがわかる。 

以上ここまでの分析から、コミュニティ感覚は特定のカテゴリーにのみ見られる意識ではない

ことがわかる。さらに、コミュニティ感覚という概念自体は社会性を多分に含むものの、消費の

社会性とはあまり関連が見られないことも明らかになった。最後に、コミュニティ感覚とブラン

ド・コミットメントの間には中程度の相関が見られたことも指摘しておく（r=.459, p<.01）。ここ

では両概念の因果関係については触れないが、一定水準の相関があることからもコミュニティ感

覚の有用性を理解することができる。 
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表 4．t 検定の結果 

 私的群（n=98） 公的群（n=100）    

 M SD M SD t 値 p 値 d 値 

PSBC 3.80 1.56 3.50 1.40 2.32 .15 .20 

BC 5.24 1.10 5.41 1.20 1.46 .23 .17 

※ PSBC = コミュニティ感覚、BC = ブランド・コミットメント 

 

 
※エラーバーは標準誤差 

図 1．各群の平均値 

 

Ⅳ．分析 2 

１．調査目的 

分析 2 ではブランド・コミュニティ参加者と非参加者のコミュニティ感覚を比較分析する。そ

の際、ブランディングにおけるコミュニティ感覚の有用性を説くためにも、その成果を考慮した

比較分析を行う。上述のように、コミュニティへの所属の有無に関わらず消費者はコミュニティ

感覚を抱く傾向がある。しかし、その先行要因に注目すると、コミュニティへの所属の有無によっ

て違いが見られることが明らかになっている。たとえば、Calrson et al.（2008）はコミュニティ感

覚はブランドとの同一化、そしてコミュニティとの同一化の影響を受けて高まると考え、その影

響はブランド・コミュニティへの参加の有無によって差が見られることを経験的に確認している。

より具体的には、ブランド・コミュニティに参加している消費者はコミュニティとの同一化の影

響のみを受け、非参加者はブランドとの同一化の影響のみを受けることを明らかにしている。 

上元（2017）は、サービスが有する相互依存性の高さと、そのサービスの広告から得られるイ

メージ（互酬性/外集団からの脅威）によってコミュニティ感覚に差が見られると考え実験を行っ

ている。その結果、相互依存性が高いサービス（スポーツジム）においては互酬的な側面を有す

る広告によってコミュニティ感覚は高められるが、それが低いサービス（銀行）では互酬性、外

集団からの脅威の双方においてコミュニティ感覚は高められなかった。 

以上の研究から、コミュニティ感覚と言っても、その質（中身）は多様である可能性があると
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考えられる。たとえば、Carlson et al.（2008）に準拠すればそれは 2 つ、ブランドとの同一化をベー

スにしたコミュニティ感覚とコミュニティとの同一化をベースにしたコミュニティ感覚に区分す

ることができよう。相互依存性という点からは明確な違いが見られなかったが、上元（2017）で

も、互酬性のように仲間意識的な側面から生み出されたコミュニティ感覚と、外集団からの脅威

のような危機的な側面から生み出されたコミュニティ感覚といった分類があり得たかもしれない。 

このような点を受け本節では、経験的にも支持されている Carlson et al.（2008）の結果を参考に

コミュニティ感覚を 2 つに分類して比較分析する。上述のように、ブランドとの同一化ベースの

コミュニティ感覚とコミュニティとの同一化のように対人ベースのコミュニティ感覚である。以

下ではこの 2 つのコミュニティ感覚が、従来のブランド研究で扱ってきた成果に対して与える影

響にどのような差を及ぼすかを確認する。 

本節で用いる成果は 4 つ、ブランド・ロイヤルティと PayMore（willingness to pay more）、推奨

意向、そして歓迎である。ブランド・ロイヤルティは特定ブランドの継続購買を意味している（Kim 

et al. 2008）。PayMore は特定ブランドへのより高額な支払い意向である（Zeithaml Berry and 

Parasuraman 1996）。推奨意向はそのまま、他者へ当該ブランドを推奨することを意味している

（Zeithaml et al. 1996）。歓迎は当該ブランドの新規ユーザーを好意的に受け入れることである。以

上これら 4 つのうち、前者 2 つはブランドの売上に直接寄与することから直接効果ということが

できよう。一方、後者 2 つはブランドの売上に間接的に寄与することから間接効果といえる。推

奨が増えることで売上は直接増えるわけではないが、それが新規ユーザーの増加につながる。ま

た、そういった新規ユーザーを好意的に受け入れる歓迎が高まることで、彼/彼女らの離反を防ぎ、

それが消費者との長期的な結びつきへとつながっていくのである。 

なお、コミュニティ感覚とこれらの成果とりわけ行動的な側面との間にはブランド愛着やブラ

ンド・コミットメントのような態度や意図を媒介すると考えることもできる（e.g. Ajzen 1991; Kim 

et al. 2008）。ただし、そういったことを想定すると分析や結果の考察が複雑になってしまう恐れ

があるうえ、コミュニティ感覚がブランドへ与える直接的/間接的な成果への差を比較することが

難しくなってしまう。そのためここではコミュニティ感覚からの直接的な影響を想定して分析を

行っている。 

ここでの議論をモデル化すると図 2 のようになる。先行研究から導出される仮説とまではいえ

ないが、予想される結果として、ブランド・ロイヤルティや PayMore といったブランドへの直接

的な影響についてはブランドベースのコミュニティ感覚ブランドが、推奨や歓迎といった他者を巻き

込む成果については対人ベースのコミュニティ感覚対人がもう一方よりも強い影響を及ぼすこと

が期待できよう。 
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図 2．分析 2 のモデル 

 

２．調査概要 

ここで扱ったデータは、アイブリッジ株式会社に協力してもらい、2021 年 10 月に日本全国に

住む男女計 467 人から回答してもらったものである（表 5）。現時点で 2 つのコミュニティ感覚を

区別しながら測定する尺度が存在しないため、ここでは特定のブランド・コミュニティへの参加

の有無によってコミュニティ感覚を分ける。これは Carlson et al.（2008）の結果を受けたものであ

り、コミュニティ参加者（n=204）が有するコミュニティ感覚は対人ベース、コミュニティ非参加

者（n=263）が有するコミュニティ感覚はブランドベースとなる。 

コミュニティ感覚は Carlson et al.（2008）から 6 項目質問している（α=.932）。そして、ブラン

ド・ロイヤルティは Kim et al.（2008）から 4 項目（α=.792）、PayMore を Habel et al.（2016）や

Zeithaml et al.（1996）から 3 項目（α=.889）、推奨を Zeithaml et al.（1996）から 3 項目（α=.784）、

歓迎を Feather and Sherman（2002）から 3 項目採用している（α=.906）。各項目は最も好きなブラ

ンドを念頭に、7 段階のリッカート尺度で測定している。 

 

表 5．回答者の要約 

年代 男性 女性 合計 

20 代 46（9.9%） 38（8.1%） 84（18.0%） 

30 代 34（7.3%） 51（10.9%） 85（18.2%） 

40 代 43（9.2%） 47（10.1%） 90（19.3%） 

50 代 64（13.7%） 52（11.1%） 116（24.8%） 

60 代 53（11.3%） 39（8.4%） 92（19.7%） 

合計 240（51.4%） 227（48.6%） 467（100%） 
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３．分析結果 

はじめに、コミュニティ参加者と非参加者で各数値を比較検討する。本節では比較にあたり、t

検定を採用している（表 6）。表 6 からもわかるとおり、PayMore を除く全ての変数でコミュニティ

参加者の水準は非参加者の水準よりも高いことがわかる（p<.01）。このことは、コミュニティに

参加している消費者のほうがブランドとの結びつき、また、消費者同士の結びつきがより強い傾

向があることを示している。これまでのブランド・コミュニティ研究に準拠するのであれば、こ

れはブランド・コミュニティに参加することによって強まっていると考えるべきであろう（e.g. 羽

藤 2019）。以上の結果は企業のブランディングにおいてブランド・コミュニティを用いた戦略が

極めて有効であることを示唆している。 

 

表 6．t 検定の結果 

 参加（n=204）  非参加（n=263）    

 M SD  M SD t 値 p 値 d 値 

PSBC 3.02 0.9  2.84 0.82 2.18 <.01 .20 

BL 3.4 0.57  3.24 0.53 3.04 <.01 .29 

PayMore 3.32 0.65  3.26 0.79 0.08 .43 .07 

推奨 3.51 0.81  3.18 0.76 4.48 <.01 .42 

歓迎 3.88 0.81  3.70 0.67 2.68 <.01 .26 

※ PSBC = コミュニティ感覚、BL = ブランド・ロイヤルティ 

 

次に、対人ベースのコミュニティ感覚とブランドベースのコミュニティ感覚それぞれが及ぼす

影響差を比較する。多母集団同時分析を行った結果、モデルの適合度は、chi-square=950.69、

GFI=.816、AGFI=.763、 TLI=.873、RMSEA=.069 とそれぞれの基準とされている値よりも概ね良

い値を示したことから（Bagozzi and Yi 1988; Hair et al. 2013）、分析 2 で想定したモデルとデータ

が適合していることがわかる。 

各パスについて確認していく。はじめはブランドへの直接的な成果である。ブランド・ロイヤ

ルティへの影響は強く（β対人=.58, p <.01; βブランド=.61, p <.01）、コミュニティ感覚が高まること

によって当該ブランドへの行動的な成果が高まっていることが理解できる。消費者はコミュニ

ティ感覚のようないわゆる社会的便益を提供してくれるブランドを好み、そのブランドを継続し

て購買する傾向があるのである。さらに、PayMore についても同様に強い影響が見られ（β対人=.56, 

p <.01; βブランド=.52, p <.01）、コミュニティ感覚がプレミアム価格を支払う消費者への育成に寄与

することがわかる。他者との結びつきの存在によって、自らが惹かれるブランドの価値を社会的

にも認識することができ、それがより高額な支払い意向へとつながっていると考えられる。 
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間接的な成果に着目する。推奨という点においても極めて強い影響が見られ（β対人=.68, p <.01; 

βブランド=.64, p <.01）、コミュニティ感覚を高めることができれば彼/彼女らは積極的にそのブラン

ドを推奨してくれることがわかる。推奨には、それを発信した本人の信頼性も付与されるため、

情報としての信頼性が高まるという特徴もある。一方で、そのブランドへの評価も情報発信者に

影響するという双方向性が備わっている。そのため、ブランドへの低評価が情報発信者への否定

的な評価につながる恐れがある（Reichheld 2003）。消費者にはそういったリスクがあるものの、

コミュニティ感覚の高まりによって自分以外の他者からも当該ブランドが支持されていることを

認識することができれば、それが否定的評価に関するリスクの低減ひいてはブランドの推奨へと

つながっていると考えることができる。最後に、歓迎という点でも強い影響が見られた（β対人=.48, 

p <.01; βブランド=.51, p <.01）。コミュニティ感覚が高まることは同じブランドの消費者に対して肯

定的な感情を有することを意味する。そのため、同じブランドを利用する消費者が増えていくこ

とを望ましいと考えるようになるのである。 

次に、それぞれのグループ間（対人ベース vs. ブランドベース）でパス係数に影響差が見られ

るかを検定したが、有意な差を確認することはできなかった。つまり、コミュニティ感覚はその

規定因という点からは 2 つに分類することが可能であるものの、成果という点からは区別する必

要性は見られない。 

以上の結果をまとめる。第 1 に、コミュニティ感覚がブランド・ロイヤルティや PayMore、推

奨、歓迎といったブランドへの直接的ないしは間接的な成果に強い影響を及ぼしていることから、

企業のブランディングにおいてコミュニティ感覚を高めることは極めて有用であることがわかる。

第 2 に、コミュニティ感覚はその規定因に基づくと対人ベースのコミュニティ感覚とブランド

ベースのコミュニティ感覚という 2 つに分類することができるが、その成果という点からは 2 つ

に分類する必要性は認められない。また、第 3 に、コミュニティ参加者のほうがコミュニティ非

参加者よりも PayMore を除く全ての水準が高かったことも改めて強調しておく。これは企業のブ

ランド・コミュニティ戦略の有用性を支持する結果であろう。 

 

Ⅴ．分析 3 

１．調査目的 

分析 1 を通じてコミュニティ感覚が特定のカテゴリーでのみ見られる意識ではないことがわ

かった。また、消費の社会性という点から比較分析をしたことで、コミュニティ感覚自体は多分

に社会性を含んでいるものの、それは消費の社会性とは無関係であることが明らかになった。そ

して分析 2 を通じて消費者が有するコミュニティ感覚を高めることに成功したなら消費者とブラ

ンドとの結びつきはより強固なものになることも明らかになった。分析 3 では最後に、コミュニ

ティ感覚が分析 2 で注目した成果に及ぼす影響をさらに高める調整変数を検討する。これによっ
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て、企業がどういった点に注意すればコミュニティ感覚をより有効に活かすことができるかを理

解することが期待できる。 

本分析で想定するモデルは図 3 である。このモデルでは、分析 2 をベースにしながら、調整変

数として商品が有する快楽的価値と功利的価値を組み込んでいる。つまり、そういった商品の特

徴によってコミュニティ感覚から各成果への影響が調整されると考えている。また、先の分析結

果を受け、コミュニティ感覚は 2 つに分類していない。 

 

図 3．分析 3 のモデル 

 

調整変数について確認する。そもそも、消費者が消費する商品には 2 つの価値が備わっている

ことが知られている（Okada 2006; 菊盛 2020）。それぞれ、快楽的価値と功利的価値である。快楽

的価値は主に喜びや興奮のような感情を伴う価値で、功利的価値は機能から得られる実用性を伴

う価値である（e.g. Batra and Ahtola 1990; Okada 2006）。それぞれの間には一定の相関関係が見ら

れ、双方がクチコミの受発信を促すことが明らかにされている（Babin et al. 2005; Mikalef et al. 2013; 

Okada 2006）。ゆえに、快楽的価値のみ有する商品や功利的価値のみを有する商品のようにひとく

くりにすることは難しく、それらは快楽と功利それぞれの程度の組み合わせで捉える必要がある。 

快楽的価値と功利的価値の双方がクチコミの受発信を促すという点に注目すると、消費者はク

チコミのような相互作用を通じて同じブランドの消費者を強く意識するようになることが予想さ

れる。それは、コミュニティ感覚をより強く意識させ、そこからさらに強い影響を受ける結果に

なることが予想される。また、快楽的価値と功利的価値は商品の分類においても用いられており、

その組み合わせと関与の高さによって商品を 4 つに分類することが提案されている（Chaudhuri 

2006）。さらに、功利的価値が高い商品は必需品的な側面を持っており、快楽的価値が高い商品は

奢侈品的な側面を有している傾向があるといったことも指摘されている（Okada 2006）。以上のよ

うに、商品が有する価値に注目することで、その結果はより多くの企業へのインプリケーション
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や今後の研究の方向性を示すことにつながり、大きな意義があると考えられる。なお、分析 2 と

は異なり、事前に予想される結果等を想定せず、探索的に検討していく。 

 

２．調査採用 

ここで扱うデータは、アイブリッジ株式会社に協力してもらい、2021 年 5 月に日本全国に住む

男女計 494 人に対し、最も好きなブランドを念頭に回答してもらったものである（表 7）。コミュ

ニティ感覚と成果変数については分析 2 と同じ項目を用いている。コミュニティ感覚は Carlson et 

al.（2008）から 6 項目質問している（α=.951）。そして、ブランド・ロイヤルティは Kim et al.（2008）

から 4 項目（α=.832）、PayMore を Habel et al.（2016）や Zeithaml et al.（1996）から 3 項目（α

=.918）、推奨を Zeithaml et al.（1996）から 3 項目（α=.877）、歓迎を Feather and Sherman（2002）

から 3 項目採用している（α=.935）。調整変数の快楽的価値（α=.793）と功利的価値（α=.776）

は Chaudhuri and Holbrook（2001）からそれぞれ 2 項目採用している。各項目は 7 段階のリッカー

ト尺度で測定している。 

 

表 7．回答者の要約 

年代 男性 女性 合計 

10 代 44（8.9%） 40（8.1%） 85（17.0%） 

20 代 33（6.7%） 36（7.3%） 69（14.0%） 

30 代 41（8.3%） 39（7.9%） 80（16.2%） 

40 代 42（8.5%） 44（8.9%） 86（17.4%） 

50 代 46（9.3%） 47（9.5%） 93（18.8%） 

60 代 39（7.9%） 43（7.9%） 82（16.6%） 

合計 245（49.6%） 249（49.6%） 494（100%） 

 

３．分析結果 

各価値の調整効果を確認するため、重回帰分析を用いて交互作用を検討した。手順は次の通り

である。ブランド・ロイヤルティ、PayMore、推奨、歓迎を従属変数に、コミュニティ感覚と各価

値（快楽的価値/功利的価値）を主効果に、コミュニティ感覚と各価値の交互作用項を投入して重

回帰分析を行った。この際、Step1 として主効果のみで重回帰分析を行い、Step2 で交互作用項を

含む分析を行うことで、説明力が高まっているかどうかも確認している。交互作用項が有意の場

合には Aiken and West（1991）による単純傾斜分析を実行してどういった交互作用が見られるかを

確認している。なお、独立変数についてはすべて中心化を行っている。 

はじめに、快楽的価値を含む分析を確認しておく（表 8）。結果を概観すると、Step1 と Step2 の
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双方で、歓迎を従属変数とした交互作用項以外のすべての変数で有意な影響を確認することがで

きた（p < .01）。また、R2に注目しても、すべての変数で Step1 よりも Step2 のほうが高いことを

確認することができた（ブランド・ロイヤルティ R2
Step1 =.185, R2

Step2 =.206; PayMore  R2
Step1 =.208, 

R2
Step2 =.225; 推奨 R2

Step1 =.288, R2
Step2 =.299; 歓迎 R2

Step1 =.254, R2
Step2 =.255）。コミュニティ感覚か

らの影響が有意であったことは、分析 2 のコミュニティ感覚が各種の成果に影響を及ぼすという

議論を補強するものとしても理解することができよう。 

個別の結果を確認していくと、歓迎を除くすべての変数で、コミュニティ感覚と快楽的価値の

交互作用項が有意であることを確認することができる。そこで、単純傾斜分析を行ったところ、

すべての変数（歓迎除く）で快楽的価値が高い群（平均+1SD）と低い群（平均-1SD）の双方が有

意であった。具体的な影響は後述する。 

次に、功利的価値を含む分析を確認していく（表 9）。結果を概観すると、Step1 と Step2 の双方

で、ブランド・ロイヤルティと歓迎を従属変数とした交互作用項以外のすべての変数で有意な影

響を確認することができた（p < .01）。また R2に注目しても、すべての変数で Step1 よりも Step2

のほうが高いことを確認することができた（ブランド・ロイヤルティ R2
Step1 =.264, R2

Step2 =.265; 

PayMore R2
Step1 =.208, R2

Step2 =.225; 推奨 R2
Step1 =.323, R2

Step2 =.328; 歓迎 R2
Step1 =.197, R2

Step2 =.2080）。 

個別の結果を確認していくと、PayMore のみでコミュニティ感覚と功利的価値との交互作用が

有意であることが確認できた。そこで、単純傾斜分析を行ったところ、功利的価値が高い群（平

均+1SD）と低い群（平均-1SD）の双方が有意であった。具体的な影響は後述する。 

 

表 8．重回帰分析の結果 （快楽的価値） 

変数名 βStep1 βStep2 

ブランド・ロイヤルティ 

  コミュニティ感覚 .18* .18* 

  快楽的価値 .21* .21* 

  コミュニティ感覚*快楽的価値  -.08* 

F 値 55.89* 42.29* 

R2 .185 .206 

PayMore 

  コミュニティ感覚 .25* .28* 

  快楽的価値 .33* .29* 

  コミュニティ感覚*快楽的価値  -.10* 

F 値 64.45* 47.29* 
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R2 .208 .225 

推奨 

  コミュニティ感覚 .38* .41* 

  快楽的価値 .27* .24* 

  コミュニティ感覚*快楽的価値  -.08* 

F 値 99.37* 69.62* 

R2 .288 .299 

歓迎 

  コミュニティ感覚 .22* .21* 

  快楽的価値 .41* .42* 

  コミュニティ感覚*快楽的価値  0.03 

F 値 83.49* 55.94* 

R2 .254 .255 

*p < .01 

 

表 9．重回帰分析の結果（功利的価値） 

変数名 βStep1 βStep2 

ブランド・ロイヤルティ 

  コミュニティ感覚 .11* .12* 

  功利的価値 .30* .29* 

  コミュニティ感覚*功利的価値  -.02 

F 値 87.86* 58.89* 

R2 .264 .265 

PayMore 

  コミュニティ感覚 .15* .17* 

  功利的価値 .40* .37* 

  コミュニティ感覚*功利的価値  -.04* 

F 値 64.45* 60.42* 

R2 .208 .225 

推奨 

  コミュニティ感覚 .31* .32* 

  功利的価値 .33* .31* 
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  コミュニティ感覚*功利的価値  -.04 

F 値 117.20* 79.77* 

R2 .323 .328 

歓迎 

  コミュニティ感覚 .18* .17* 

  功利的価値 .29* .31* 

  コミュニティ感覚*功利的価値  .03 

F 値 60.15* 40.91* 

R2 .197 .200 

*p < .01 

 

単純傾斜分析の結果を考察する（図 4, 5）。はじめに快楽的価値であるが、快楽的価値が高い場

合はコミュニティ意識の高低に関わらず、ブランド・ロイヤルティや PayMore、推奨といった成

果変数がある程度高水準であることがわかる。推奨ではコミュニティ意識が高いか低いかによっ

てその水準にある程度の差を認めることができるものの、それ以外ではそこまで大きな差は見ら

れない。一方で、快楽的価値が低い場合、コミュニティ意識の高低によってブランド・ロイヤル

ティや PayMore、推奨のすべてにばらつきが見られることがわかる。これは、快楽的価値が低い

場合には、コミュニティ感覚がより効果的に機能し、快楽的価値の低さを補ってブランド・ロイ

ヤルティや推奨といった成果を高めていると結論づけることができよう。すなわち、快楽的価値

を高めることが難しい商品カテゴリーでは、コミュニティ感覚を高めることを目指すことで競争

優位を得られる可能性があることが示唆される。 

功利的価値に注目すると、コミュニティ感覚との交互作用は見られるものの、その影響は快楽

的価値ほどではないことが指摘できよう。また、コミュニティ感覚が低かったとしても、功利的

価値が高ければ、コミュニティ感覚が高く功利的価値が低い場合よりも PayMore が高水準である

ことは、功利的価値が競争優位の源泉である商品カテゴリーにおいてはコミュニティ感覚を高め

ることよりも功利的価値を高めることのほうがより重要であることがわかる。 

ここでの分析結果をまとめる。第 1 に、快楽的価値はコミュニティ感覚が消費者に及ぼす直接

効果（ブランド・ロイヤルティと PayMore）、間接効果（推奨）の双方をより高めることに寄与す

る。ゆえに、多くの企業にとっていかに快楽的価値を高めていくかは重要な課題となる。一方で、

快楽的価値を高めることが難しい場合は、コミュニティ感覚を高めることによって各成果を高水

準へと高めることができる。すなわち、コミュニティ感覚には快楽的価値を補完する効果が備わっ

ているということができよう。また、功利的価値については、ParMore のみで調整効果を確認す

ることができた。 
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図 4．単純傾斜分析の結果（快楽的価値） 

※すべての変数で快楽的価値が高い群と低い群の双方が有意（p < .01） 

 

 

図 5．単純傾斜分析の結果（功利的価値） 

※功利的価値が高い群と低い群の双方が有意 （p < .01） 

 

Ⅵ．まとめ 

本研究では、近年増加している同じブランドを利用している消費者間のゆるい結びつきに着目

し、他の消費者へ抱く仲間意識をコミュニティ感覚と捉え議論を行った。コミュニティ感覚はブ

ランド・コミュニティ研究での知見を適用させることが難しい、コミュニティに所属していない

消費者が有している仲間意識を捉える概念で、今後リキッド消費やソーシャルメディアがより普

及していくうえで極めて重要になる概念である。その重要性の一方で、コミュニティ感覚に関す

る議論は十分に行えているわけではない。そこで本研究ではコミュニティ感覚に関する 3 つの分

析を行い、データに基づき探索的に検討していった。そこでの分析結果を簡単にまとめる。 

分析 1 ではまず、コミュニティ感覚が特定のカテゴリーでのみ見られる意識ではないことを確

認し、消費の社会性とは無関係であることを発見した。分析 2 ではさらに、コミュニティ感覚が

ブランド・ロイヤルティや PayMore、推奨、歓迎といった従来のブランド研究における成果変数

に対しても直接的な影響を及ぼすことを確認することができた。この結果から、企業がコミュニ

ティ感覚を高めていくことを目指すことの意義が理解できよう。最後に分析 3 では、コミュニティ

感覚を高めることができれば、快楽的価値が低い商品においてもブランド・ロイヤルティ等の成
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果をより高水準に引き上げることが可能なことが明らかになった。 

本研究の学術的な貢献は 3 点ある。第 1 に、コミュニティ感覚を探索的に検討したことによっ

て、その理解を深めた点である。たとえば、どういったコミュニティにおいてもコミュニティ感

覚が見られることを確認したことによって、今後の研究は特定のカテゴリーを対象に絞る必要が

ないことを明らかにしている。第 2 に、社会性とコミュニティ感覚には関連が見られないことを

明らかにした点である。コミュニティ感覚という概念自体は社会性を考慮した概念であるが、消

費が公的に行われようとも私的に行われようともコミュニティ感覚の程度に差は見られない。ま

た、ブランド・コミュニティのように相互作用を前提とした場で醸成されるコミュニティ感覚も、

そういった相互作用が起点とならない場で醸成されるコミュニティ感覚も、その成果という点で

は差が見られない。第 3 は、コミュニティ感覚が高まることによって、快楽的価値が低い商品で

もその成果を高水準まで高めることができる点を明らかにしている。換言すると、快楽的価値と

コミュニティ感覚には交互作用があり、コミュニティ感覚は快楽的価値を補完する効果が備わっ

ているのである。 

こういった発見事項を考慮すると、どういった商品カテゴリーにおいてもコミュニティ感覚を

高めることが有効であることがわかる。とりわけ、快楽的価値を高めることが困難な商品であれ

ば、コミュニティ感覚の向上を目指すべきといった実務への提言も行うことができる。 

本研究には多くの課題が残されている。ここでは主な課題を 3 つ指摘する。第 1 は、コミュニ

ティ感覚の先行要因のさらなる検討である。本研究ではコミュニティ感覚の程度やその成果を中

心に議論してきたが、先行要因に関する議論はレビューを除くと行えていない。今後は、どうす

ればコミュニティ感覚を醸成していくことができるのか、この点を検討していくべきであろう。

第 2 は、コミュニティ感覚の効果を高める要因について、快楽的/功利的価値以外の側面を検討す

る必要がある。第 3 は、特定のブランドを対象とした定性的・定量的な調査を行うべきであろう。

本研究では分析結果から考察しただけであり、その因果関係を説明する論理等について十分な議

論が行えているわけではない。こういった点は今後検討していくべき課題としてあげられよう。 
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注 

1） この概念については上元（2017）がコミュニティ意識という訳語をあてている。しかし、ブランド・コミュ

ニティ研究で注目されてきた同類意識と訳が類似していること、また、コミュニティ心理学ではコミュニ

ティ感覚という訳語が用いられる事が多いことから本稿ではコミュニティ感覚という訳語をあてている。 

2） カテゴリーについては回答者の負荷を下げるため、ある程度慣れ親しんでいると思われる Amazon の分類
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を参考にしている。 

 

参考文献 

Aaker, David A. (1991), Managing Brand Equity - Capitalizing on the Value of a Brand Name, Free Press.（陶山計介・

中田善啓・尾崎久仁博・小林哲（1994）『ブランド・エクイティ戦略：競争優位を作り出す名前、シンボ

ル、スローガン』ダイヤモンド社。）  

Aaker, David A. (1996), Building Strong Brands, Free Press.（陶山計介・小林哲・梅本春夫・石垣智徳（1997）『ブ

ランド優位の戦略：顧客を創造する BI の開発と実践』ダイヤモンド社。） 

Aaker, David A. (2014), Aaker on Branding: 20 Principles That Drive Success, Morgan James Publishing.（阿久津聡 

（2014）『ブランド論：無形の差別化を作る 20 の基本原則』ダイヤモンド社。）  

Aiken, Leona S. and Stephen G. West (1991), Multiple Regression: Testing and Interpreting Interactions, Thousand Oaks, 

California: Sage Publications. 

Ajzen, Icek (1991), “The Theory of Planned Behavior,” Organizational Behavior and Human Decision Processes, 50 (2), 

179-211. 

Arvidsson, Adam and Alessandro Caliandro (2016), “Brand Public,” Journal of Consumer Research, 42 (5) , 727-748. 

Babin, Barry F., Yong-Ki Lee, Eun-Fu, and Mitch Griffin (2005), “Modeling Consumer Satisfaction and Word-of-Mouth: 

Restaurant Patronage in Korea,” Journal of Services Marketing, 19 (3), 133-139. 

Bagozzi, Richard P. and Youjae Yi (1988), “On the Evaluation of Structural Equation Models,” Journal of the Academy of 

Marketing Science, 16 (1), 74-94. 

Batra, Rajeev and Olli T. Ahtola (1990), “Measuring the Hedonic and Utilitarian Sources of Consumer Attitudes,” 

Marketing Letters, 2 (2), 159–70.  

Bearden, William O. and Michael J. Etzel (1982), “Reference Group Influence on Product and Brand Purchase Decisions,” 

Journal of Consumer Research, 9, 182-194. 

Carlson, B., Suter, D. T. A., and Brown, T. J. (2008), “Social versus Psychological Brand Community: The Role of 

Psychological Sense of Brand Community,” Journal of Business Research, 61 (4) , 284-291. 

Chaudhuri, Arjun (2006), Emotion and Reason in Consumer Behavior, Routledge.（恩藏直人・平木いくみ・井上淳

子・石田大典（2007）『感情マーケティング：感情と理性の消費者行動』千倉書房。） 

Chaudhuri, Arjun and Morris B. Holbrook (2001), “The Chain of Effects from Brand Trust and Brand Affect to Brand 

Performance: The Role of Brand Loyalty,” Journal of Marketing, 65 (2), 81-93 

Coulter, Robin A., Linda Price and Lawrence Feick (2003), “Rethinking the Origins of Involvement and Brand 

Commitment: Insights from Postsocialist Central Europe,” Journal of Consumer Research, 30 (2), 151-169.  

Cova, Bernard and Stefano Pace (2006), “Brand Community of Convenience Products: New Forms of Customer 

Empowerment – the Case “my Nutella The Community”, European Journal of Marketing, 40 (9/10), 1087-1105. 

Feather, Norman T. and Rebecca Sherman (2002), “Envy, Resentment, Schadenfreude, and Sympathy: Reactions to 

Deserved and Underserved Achievement and Subsequent Failure,” Personality and Social Psychology Bulletin, 28 

(7), 953-961. 

Fournier, Susan (1998), “Consumers and Their Brands: Developing Relationship Theory in Consumer Research,” Journal 

of Consumer Research, 24 (4), 343-373. 



21 
 
 

同じブランドを利用する消費者の存在は重要なのか？

Fraering, Martin and Michael S. Minor (2006), “Sense of Community: An Exploratory Study of US Consumers of 

Financial Services,” International Journal of Bank Marketing, 24 (5) , 284-306. 

Habibi, Mahammad R., Michel Laroche and Marie-Odile Richard (2014), “Brand Communities Based in Social Media: 

How Unique are They? Evidence from Two Exemplary Brand Communities,” International Journal of Information 

Management, 34 (2), 123-132. 

Hair, Joseph F., William C. Black, Barry J. Babin and Rolph E. Anderson (2013), Multivariate Data Analysis: Pearson 

New International Edition, Pearson Education Limited. 

Keller, Kevin L. (1998), Strategic Brand Management: Building, Measuring, and Managing Brand Equity, Prentice Hall. 

（恩蔵直人・亀井昭宏（2000）『戦略的ブランド・マネジメント』東急エージェンシー。）  

Kim, Jooyoung, Jon D. Morris, and Joffre Swait (2008), “Antecedents of True Brand Loyalty,” Journal of Advertising, 37 

(2), 99-117. 

McMillan, David W. and David M. Chavis (1986), “Sense of Community: A Definition and Theory,” Journal of 

Community Psychology, 14 (1) , 6-23. 

Mikalef, Patrick, Michail Giannakos and Adamantia Pateli (2013), “Shopping and Word-of-Mouth Intentions on Social 

Media,” Journal of Theoretical and Applied Electronic Commerce Research, 8 (1), 17-34. 

Muniz, Albert M. Jr. and Thomas C. O’Guinn (2001), “Brand Community,” Journal of Consumer Research, 27 (4) , 412-

432. 

Okada, Erica M. (2005), “Justification Effects on Consumer Choice of Hedonic and Utilitarian Goods,” Journal of 

Marketing Research, 42 (1), 43-53. 

Reichheld, Frederick F. (2003), “The One Number You Need to Grow,” Harvard Business Review, 81 (12), 46-54. 

Sarason, Seymour B. (1974), The Psychological Sense of Community: Prospects for A Community Psychology, San 

Francisco: Jossey-Bass. 

Schouten, John W. and James H. McAlexander (1995), “Subcultures of Consumption: An Ethnography of the New Bikers,” 

Journal of Consumer Research, 22 (1), 43-61. 

Swimberghe, Krist, Mahmoud A. Darrat, Brent D. Beal, and Marina Astakhova (2018), “Examining a Psychological Sense 

of Brand Community in Elderly Consumers,” Journal of Business Research, 82, 171-178. 

Zeithaml, Varalie A., Leonard L. Berry and A. Parasuraman (1996), “The Behavioral Consequences of Service Quality,” 

Journal of Marketing, 60 (2), 31-46. 

上元亘（2017）「コミュニティ意識の規定要因：互恵性期待と外集団脅威の観点から」『消費者行動研究』23 

（2）、79-98。 

菊盛真衣（2020）『e クチコミと消費者行動：情報取得・製品評価プロセスにおける e クチコミの多様な影響』

千倉書房。 

久保田進彦（2018）「自己とブランドの結びつき」『青山経営論集』52（4）、3-46。 

羽藤雅彦（2019）『ブランド・コミュニティ：同一化が結びつきを強化する』中央経済社。 

Twitter（2022）「ハッシュタグの使用方法」https://help.twitter.com/ja/using-twitter/how-to-use-hashtags#, 2022/05/01

アクセス 

 

 


